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地域医療構想について

令和元年8月19日
愛知県地域医療構想アドバイザー

伊藤健一

元となる法律

年齢階級別医療介護費
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2025年までの65歳以上人口の増加数

2010年65歳以上人口

2025年までの各県の65歳以上人口増加数が、全国

の65歳以上人口増加数に占める割合

都道府県別高齢者人口（65歳以上）の増加数
（2010年 → 2025年）

東京都、⼤阪府、神奈川県、埼⽟県、愛知
県、千葉県、北海道、兵庫県、福岡県で、
2025年までの全国の65歳以上人口増加数の
約６０％を占める

○ 高齢化の進展には地域差
○ 首都圏をはじめとする都市部を中心に、高齢者数が増加

（既に人口減少が始まっている都道府県も）

出典︓国勢調査（平成22年）
国⽴社会保障・人口問題研究所「都道府県の将来推計人口（平成24年1月）

（人） （割合）

高齢者数増加の地域差について
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入院外来も受療率は低下

40%

60%

80%

100%

120%

140%

160%

180%

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040

入院患者推計

入院患者数の将来推計
（千葉医療圏）

・糖尿病

・がん

・気分（感情）障害（躁う

つ病を含む）

・妊娠、分娩及び産じょ

く

肺炎

脳血管疾患

虚血性心疾患
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病床数は減少

病院医療従事者数は増加

12
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病床数は複数の考え方がある

地域医療構想の進め方

具体的方向

2018年度厚労省課長会議 31,2,28

議論は一年では終わらない。毎年
PDCAを回して議論してほしい
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• まずは公立公的の病院機能の把握、評価を

• 公立公的の機能を先に決定するということではない

• しかしながら、民間が担っているものを把握しないと

議論は始まらない

• 医療圏の中で量的に足りている機能を新たに

議論するわけではない

→ あくまでも足りない機能の議論

• 私見として 病院機能を議論すべきではないか

その結果として病床数の議論になると考える

公的医療機関について

公立公的医療機関等の開設者

公立公的の役割

愛知県における救急車受入れ
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公立公的病院等の病床占有率 地域医療構想アドバイザー

直近の議論の状況
リレーションシップ ID rId2 のイメージ パーツがファイルにありませんでした。

第18回地域医療構想WG（病院機能）



2019/9/17

6

前のスライドでは公立は循環器内科
が得意で、民間は全麻を必要とする
手術の多い病院であることがわかる

高度急性期・急性期

回復期・慢性期

内科・整形
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リハビリ・産科（産婦人科）

患者数の多い消化管手術

患者数の多い他の手術

公・民 競合
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競合パターン

医療圏における医療の復習

高額医療機器

参考までに
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高度医療機器
各病院の高度医療機器の保有台数（平成29年度病床機能報告）

構想区域名

医療機器の台数

① ＣＴ ② ＭＲＩ ③ その他の医療機器

マルチスライスＣＴ

その他のＣ
Ｔ

3テスラ以
上

1.5テスラ以
上3テスラ

未満

1.5テスラ未
満

血管連続
撮影装置

ＳＰＥＣＴ ＰＥＴ ＰＥＴＣＴ ＰＥＴＭＲＩ
ガンマナイ

フ
サイバーナ

イフ

強度変調
放射線治

療器

遠隔操作
式密封小

線源治療
装置

内視鏡手
術用支援

機器（ダ
ヴィンチ）64列以上

16列以上
64列未満

16列未満

名古屋・尾張中部 63 67 14 10 18 64 6 62 29 1 9 0 2 0 16 3 7

海部 5 4 0 2 1 7 0 5 2 0 0 0 0 1 1 0 1

尾張東部 16 9 4 0 5 10 1 15 9 0 3 0 0 0 4 1 4

尾張西部 13 10 1 0 3 10 3 13 3 0 1 0 0 0 4 0 0

尾張北部 14 12 2 2 2 15 3 15 4 0 1 0 1 0 3 0 1

知多半島 8 10 1 1 2 10 1 8 5 0 1 1 0 0 0 0 0

西三河北部 9 6 0 4 3 8 2 6 2 0 2 0 0 1 1 0 2

西三河南部東 5 6 2 1 0 7 1 5 0 0 0 0 0 0 3 1 0

西三河南部西 15 12 4 0 2 20 1 8 5 0 2 0 0 0 2 0 1

東三河北部 1 2 0 1 0 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

東三河南部 14 16 5 6 4 10 2 18 8 0 4 0 0 1 4 1 1

合計 163 154 33 27 40 162 20 156 68 1 23 1 3 3 38 6 17

高額機器は医療圏で

具体的に5疾病6事業の議論を

第13回医療計画の見直し等に関する検討会
平成30年9月28日資料1-2
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今後の考えられる論点

• 公立公的病院はどの程度の規模で

どれくらいの医療を行うべきか

• 公立公的病院の赤字を補填するのは

国か 自治体か 経営母体か 住民か

• 赤字でもやらなければならないことは何か

癌か 心臓か 脳か 小児科か 産科か

高齢者か 救急か それとも メタボか
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○ ⼊院医療の評価の基本的な考え⽅としては、個々の患者の状態に応じて、適切に医療資源が投⼊され、より
効果的・効率的に質の⾼い⼊院医療が提供されることが望ましい。

○ 患者の状態や医療内容に応じた医療資源の投⼊がなされないと、⾮効率な医療となるおそれや、粗診粗療と
なるおそれがある。

医
療
ニ
ー
ズ
（
患
者
の
状
態
、
医
療
内
容
等
）

医療資源の投入量
（職員配置, 医療提供等）

急性期入院医療を
提供する機能

⻑期療養を要する患
者への入院医療を提
供する機能

一般病床療養病床

医療ニーズが低い患者に多くの医
療資源を投⼊すると⾮効率な医療
となるおそれ

医療ニーズが⾼い患者に必要な医療資
源が投⼊されないと粗診粗療となるお
それ

医療資源（高）
医療ニーズ（低）

集中的なリハビリテー
ションの提供や⾃宅等へ

の退院支援機能

医療資源（低）
医療ニーズ（高）

入院医療の評価の基本的な考え方 （イメージ）

医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価

66
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医療とは「社会的共通資本」である
宇沢弘文

「医療は社会的共通資本」

住民の安寧の為の議論であるはず

衣食住の次に何を位置づけるのか

教育か 医療か

国は医療費削減の議論をしているように思える

そのための医師数議論であり 病床数議論である

問題は「格差」

なぜ格差があるのか なぜ格差が必要なのか

必要であればその説明を

病院が説明し 住民が説明し 行政が説明し

政治家が説明し 県が納得し 国に説明する

国は納得しなければ金をださない

厚労省の重点課題

・地域医療構想（含地域包括ケア）
・医師偏在
・医師の働き方改革

この三者は独立しておらず、

密接に関係しているのみならず、

共通のデータで議論される。

医師法医療法改正ポイント（医師）
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医療法に基づく外来機能整備

なぜ「働き方改革」が必要なのか
労働⼒人口が減少する今、一億総活躍社会を⽬指す上で働き⽅改⾰を
進める必要がある

ポイント
○ 少子⾼齢化による労働⼒人口の減少

⇒⼥性・高齢者等の活躍が必要

○ アベノミクス、一億総活躍の⽬指すもの
⇒⼥性・⾼齢者等の労働⼒化を阻害する制約要因をなくす

具体的には、
⻑時間かつ硬直的な労働時間（正社員）
低賃⾦と不安定な雇⽤（⾮正規）

･･･etc.

○ 経済が好転し、雇用情勢がタイトな、今がチャンス

○ 一億総活躍→働き⽅改⾰という流れ

74

施行期日 Ⅰ：公布日（平成３０年７月６日）

Ⅱ：平成３１年４月１日（中小企業における時間外労働の上限規制に係る改正規定の適用は平成３２年４月１日、１の中小企業における割増賃金率の見直しは平成３５年４月１日）

Ⅲ：平成３２年４月１日（中小企業におけるパートタイム労働法・労働契約法の改正規定の適用は平成３３年４月１日）

※（衆議院において修正）改正後の各法の検討を行う際の観点として、労働者と使用者の協議の促進等を通じて、労働者の職業生活の充実を図ることを明記。

労働者がそれぞれの事情に応じた多様な働き方を選択できる社会を実現する働き方改革を総合的に推進するため、長時間労働の是正、 多様で柔軟な

働き方の実現、雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保等のための措置を講ずる。

働き方改革に係る基本的考え方を明らかにするとともに、国は、改革を総合的かつ継続的に推進するための「基本方針」（閣議決定）を定めることとする。(雇用対策法)

※（衆議院において修正）中小企業の取組を推進するため、地方の関係者により構成される協議会の設置等の連携体制を整備する努力義務規定を創設。

Ⅰ 働き方改革の総合的かつ継続的な推進

１ 労働時間に関する制度の見直し（労働基準法、労働安全衛生法）

・時間外労働の上限について、月45時間、年360時間を原則とし、臨時的な特別な事情がある場合でも年720時間、単月100時間未満（休日労働
含む）、複数月平均80時間（休日労働含む）を限度に設定。

（※）自動車運転業務、建設事業、医師等について、猶予期間を設けた上で規制を適用等の例外あり。研究開発業務について、医師の面接指導を設けた上で、適用除外。

・月60時間を超える時間外労働に係る割増賃金率（50%以上）について、中小企業への猶予措置を廃止する。また、使用者は、10日以上の年次有給
休暇が付与される労働者に対し、５日について、毎年、時季を指定して与えなければならないこととする。

・高度プロフェッショナル制度の創設等を行う。（高度プロフェッショナル制度における健康確保措置を強化）
※（衆議院において修正）高度プロフェッショナル制度の適用に係る同意の撤回について規定を創設。

・労働者の健康確保措置の実効性を確保する観点から、労働時間の状況を省令で定める方法により把握しなければならないこととする。（労働安全衛生

法）

２ 勤務間インターバル制度の普及促進等（労働時間等設定改善法）

・事業主は、前日の終業時刻と翌日の始業時刻の間に一定時間の休息の確保に努めなければならないこととする。
※（衆議院において修正）事業主の責務として、短納期発注や発注の内容の頻繁な変更を行わないよう配慮する努力義務規定を創設。

３ 産業医・産業保健機能の強化（労働安全衛生法等）

・事業者から、産業医に対しその業務を適切に行うために必要な情報を提供することとするなど、産業医・産業保健機能の強化を図る。

Ⅱ 長時間労働の是正、多様で柔軟な働き方の実現等

１ 不合理な待遇差を解消するための規定の整備（パートタイム労働法、労働契約法、労働者派遣法）

短時間・有期雇用労働者に関する同一企業内における正規雇用労働者との不合理な待遇の禁止に関し、個々の待遇ごとに、当該待遇の性質・目的
に照らして適切と認められる事情を考慮して判断されるべき旨を明確化。併せて有期雇用労働者の均等待遇規定を整備。派遣労働者について、①派
遣先の労働者との均等・均衡待遇、②一定の要件※を満たす労使協定による待遇のいずれかを確保することを義務化。また、これらの事項に関する

ガイドラインの根拠規定を整備。 （※）同種業務の一般の労働者の平均的な賃金と同等以上の賃金であること等

２ 労働者に対する待遇に関する説明義務の強化（パートタイム労働法、労働契約法、労働者派遣法）
短時間労働者・有期雇用労働者・派遣労働者について、正規雇用労働者との待遇差の内容・理由等に関する説明を義務化。

３ 行政による履行確保措置及び裁判外紛争解決手続（行政ADR）の整備
１の義務や２の説明義務について、行政による履行確保措置及び行政ADRを整備。

Ⅲ 雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保

働き⽅改⾰を推進するための関係法律の整備に関する法律（平成30年法律第71号）の概要
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「働き方｣ が変わります!!医療機関の管理者の皆様へ

時間外労働の上限について、月45時間、年360時間を原則とし、
臨時的な特別な事情がある場合でも年720時間、単月100時間未満（休日労働含む）、
複数月平均80時間（休日労働含む）を限度に設定する必要があります。

２０１９年４月１日から
働き方改革関連法が順次施行され、

施⾏︓2019年４⽉１⽇〜 ※中小企業は、2020年４⽉１⽇〜

時間外労働の上限規制が導入されます︕

⇒医師については応召義務等の特殊性を踏まえ、2024年度から適⽤※されます。
※ 医師の時間外労働の上限について、「医師の働き⽅に関する検討会」は、2019年３月、A水準（時間外・休日労

働時間数︓年960時間等）、B水準（同︓1,860時間等。地域医療確保暫定特例水準。2035年度末までの解消を
⽬標）、C水準（同︓年1,860時間等。集中的技能向上水準）の３つの水準を、追加的健康確保措置（月100時間
超前の面接指導、連続勤務時間制限28時間、勤務間インターバル９時間等）とともに報告書を取りまとめていま
す。

医療機関で働く
すべての人に適用されます!!

（改正前）

法律上は、時間外労働に上限なし
（⾏政指導のみ）。

１年間＝12か月

残業時間
月45時間

年360時間

法定労働時間
１日８時間

週40時間

上限なし

年間６か月まで
大臣告示による上限
（⾏政指導）

（改正後）

法律で時間外労働の上限を定め、これ
を超える時間外労働はできなくなる。

１年間＝12か月

年間６か月まで

残業時間(原則)
月45時間
年360時間

法定労働時間
１日８時間

週40時間

法律による上限(原則)

法律による上限(例外)
・年720時間
・複数月平均80時間＊
・月100時間未満＊

＊休日労働を含む

◆時間外労働の上限規制
時間外労働の上限を法律で罰則付きで規制

時間外労働の上限を法律で規制することは、71年前（1947年）に制定された労働基準法において初めての⼤改⾰。

77

労働基準法第３６条に基づく労使協定（通称「３６（さぶろく）協定」）を結ぶことで、
法定時間を超えた時間外労働が可能になります。

医師の時間外労働規制について

月の上限を超える場合の面接指導と就業上の措置（いわゆるﾄﾞｸﾀｰｽﾄｯﾌﾟ）

Ｂ
：
地
域
医
療
確
保
暫
定

特
例
水
準(

医
療
機
関
を
特
定)

将来に向けて

縮減方向

2024年４月～

年960時間／

月100時間未満（例外あり）

※いずれも休日労働含む

年1,860時間／

月100時間未満（例外あり）

※いずれも休日労働含む

（原則）
１か月45時間
１年360時間

※この（原則）については医師も同様。

（例外）
・年720時間
・複数月平均80時間
（休日労働含む）
・月100時間未満
（休日労働含む）
年間６か月まで

Ａ：診療従事勤務
医に2024年度以降

適用される水準

※実際に定める３６協定
の上限時間数が一般則を
超えない場合を除く。

連続勤務
時間制限
28時間・
勤務間イ
ンターバ
ル９時間
の確保・
代償休息
のセット
（義務）

連続勤務時
間制限28時
間・勤務間
インターバ
ル９時間の
確保・代償
休息のセッ
ト（義務）

※初期研修医に
ついては連続勤
務時間制限を強

化して徹底（代
償休息不要）

Ａ

将来

（暫定特例水準の解消
（＝2035年度末）後）

一般則

※実際に定める３
６協定の上限時間
数が一般則を超え
ない場合を除く。

連続勤務
時間制限
28時間・
勤務間イ
ンターバ
ル９時間
の確保・
代償休息
のセット
（義務）

連続勤務時間制限28時
間・勤務間インターバ
ル９時間の確保・代償
休息のセット（努力義
務）

連続勤務時間制
限28時間・勤務
間インターバル
９時間の確保・
代償休息のセッ
ト（努力義務）

【
追
加
的
健
康
確
保
措
置
】

【
時
間
外
労
働
の
上
限
】

年1,860時間／月100時間未満（例外あり）

※いずれも休日労働含む

⇒将来に向けて縮減方向

集
中
的
技
能
向
上
水
準

(

医
療
機
関
を
特
定)

Ｃ-１ Ｃ-２
Ｃ－１：初期・後期研修医が、研修

プログラムに沿って基礎的な技能や

能力を修得する際に適用

※本人がプログラムを選択

Ｃ－２：医籍登録後の臨床従事６年

目以降の者が、高度技能の育成が公

益上必要な分野について、特定の医

療機関で診療に従事する際に適用

※本人の発意により計画を作成し、

医療機関が審査組織に承認申請

Ｃ-１ Ｃ-２

年960時間／

月100時間未満（例外あり）

※いずれも休日労働含む

※あわせて月155時間を超える場合には労働時間短縮の具体的取組を講ずる。
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医師の労働時間短縮に向けた緊急的な取組の概要

医師の労働時間
管理の適正化に

向けた取組

３６協定等の
自己点検

産業保健の
仕組みの活用

タスク・シフ
ティング（業務の移

管）の推進

医療機関の
状況に応じた

医師の労働時間
短縮に向けた取組

勤務医を雇用する個々の

医療機関が自らの状況を踏ま
え、できることから自主的な

取組を進めることが重要。

考
え
方

勤
務
医
を
雇
用
す
る
医
療
機
関
に
お
け
る
取
組
項
目

医師の労働時間短縮に

向けて国民の理解を適切に求め
る周知の具体的枠組みに
ついて、早急な検討が必要。

医療機関における経営の

立場、個々の医療現場の責任
者・指導者の立場の医師の

主体的な取組を支援。

 まずは医師の在院時間について、客観的な把握を行う。
 ICカード、タイムカード等が導入されていない場合でも、出退勤時間の記録を

上司が確認する等、在院時間を的確に把握する。

 ３６協定の定めなく、又は定めを超えて時間外労働をさせていないか確認する。

 医師を含む自機関の医療従事者とともに、３６協定で定める時間外労働時間数に
ついて自己点検を行い、必要に応じて見直す。

 労働安全衛生法に定める衛生委員会や産業医等を活用し、長時間勤務となってい
る医師、診療科等ごとに対応方策について個別に議論する。

 点滴に係る業務、診断書等の代行入力の業務等については、平成19年通知（※）

等の趣旨を踏まえ、医療安全に留意しつつ、原則医師以外の職種により分担して
実施し、医師の負担を軽減する。

 特定行為研修の受講の推進とともに、研修を修了した看護師が適切に役割を果た
せる業務分担を具体的に検討することが望ましい。

 全ての医療機関において取り組むことを基本とする１～５のほか、各医療機関の状
況に応じ、勤務時間外に緊急でない患者の病状説明等を行わないこと、当直明け

の勤務負担の緩和（連続勤務時間数を考慮した退勤時刻の設定）、勤務間インター
バルの設定、複数主治医制の導入等について積極的な検討・導入に努める。

行
政
の

支
援
等

 厚生労働省による好事例の積極的な情報発信、医療機関への財政的支援、医療勤務環境改善支援センターによ
る相談支援等の充実 等

女性医師等の支援  短時間勤務等多様で柔軟な働き方を推進するなどきめ細やかな支援を行う。

※

１
～
３
に
つ
い
て
は
現
行
の
労
働
法
制
に
よ
り
当
然
求
め
ら
れ
る
事
項
も

含
ん
で
お
り
、
改
め
て
、
全
医
療
機
関
に
お
い
て
着
実
に
実
施
さ
れ
る
べ

き
。

１

２

３

４

５

６

※「医師及び医療関係職と事務職員等との間等での役割分
担の推進について」（平成19年12月28日医政発1228001号）

「緊急的な取組」の徹底に向けて

「労働時間管理の適正化に向けた取組」 「36協定等の自己点検」 「既存の産業保健の仕組みの活用」

客観的な在院時間管理方

法の導入

検討に着手していない
取り組んでいる・取組予定・検討中等

客観的な在院時間管理方

法の導入

問題が生じておらず、必要がない その他理由

３６協定で定める時間外

労働時間数の見直し

現時点で自己点検を予定していない

３６協定で定める時間外

労働時間数の見直し

３６協定を締結しておらず、締結の必要もないため

その他理由

３９．２％

４５．８％

２６．７％

３４．５％

N=4173 N=4173

N=1634 N=1113

※平成30年度厚生労働省委託事業により、

平成30年９～10月にかけて調査を実施

長時間労働者に対する医

師による面接指導の実施

面接指導を行う体制がない その他理由

N=1947

２７．３％

適切な労働時間管理は使用者の責務

現行（2024年４月の上限規制適用
前）であっても、３６協定を締結せ

ずに
時間外労働させると法違反

（6ヶ月以下の懲役又は30万円以下の罰金）

現行でも、長時間労働の医師が申し
出たら使用者には面接指導を行う義

務があり、対応できるよう体制整備
が必要

長時間労働者に対する医

師による面接指導の実施

検討に着手していない その他理由

４６．７％

N=4173

（参考）医師の労働時間短縮のための緊急的な取組 フォローアップ調
査

その理由 その理由
その理由

 医師の労働時間短縮に関する当面今後５年間の改革を着実に進めるためには、「医師の労働時間短縮に向けた緊急

的な取組」の確実な実施が不可欠。特に、労働基準法等に基づく基本的な労働時間管理は、現状においても使用者

の責務であるが、昨年９～10月に実施したフォローアップ調査においては、検討に着手していない医療機関が一定

程度あり、義務の未実施が疑われる。

 「緊急的な取組」で求めた項目が未実施であると疑われる病院については、2019年度中に都道府県医療勤務環境改

善支援センターが全件、個別に状況確認を行い、必要な対応を求めていくことする。

※ 「緊急的な取組」の実施状況も踏まえて、医師の労働時間短縮に向けたさらなる行政の支援策を検討する。

80す べ て の 医 療 機 関 に 適 正 な 労 務 管 理 を ! !

施行日 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度

主要事項のスケジュール

医療提供体制
・地域医療構想
・第７次医療計画

三師調査結果公表

主な改正内容

新たな医師の認定制度の
創設

H32.4.1施行

医師確保計画の策定 H31.4.1施行

地域医療対策協議会の役
割の明確化等

公布日施行

地域医療支援事務の追加 公布日施行

外来医療機能の可視化／
協議会における方針策定

H31.4.1施行

都道府県知事から大学に
対する地域枠／地元枠増
加の要請

H31.4.1施行

都道府県への臨床研修病
院指定権限付与

H32.4.1施行

国から専門医機構等に対
する医師の研修機会確保
に係る要請／国・都道府
県に対する専門研修に係
る事前協議

公布日施行

新規開設等の許可申請に
対する知事権限の追加

公布日施行

医療法及び医師法の一部を改正する法律の施行スケジュール
公布

第７次医療計画

H31.12公表

（H30年調査）
H33.12公表

（H32年調査）

H35.12公表

（H34年調査）
H37.12公表

（H36年調査）

第８次医療計画

H36.4.1（改正法の施行

日から５年後）を目途
に検討を加える

骨太の方針2017に基づく
見直し時期（※）

※経済・財政再生計画改革工程表 2017改定版（抄） 都道府県の体制・権限の在り方について、地域医療構想調整会議の議論の進捗、2014年の法律改正

で新たに設けた権限の行使状況等を勘案した上で、関係審議会等において検討し、結論。検討の結果に基づいて2020年央までに必要な措置を講ずる。

医師確保について協議する場

医師確保計画に基づく医師偏在対策の実施

事務の追加

医師確保計画

策定作業

地域枠／地元枠の要請の開始

要請／事前協議の開始

指標

策定

計画策定作業 計画に基づく取組の実施

新制度に基づく臨床研修病院・募集定員の指定

認定制度の開始

新たな知事権限の運用開始

81

改めて

地域医療構想会議（推進会議）の問題点

• 何をやればよいかわからない

• どうやればよいかわからない

• 資料が多すぎて手が付けられない

• そもそも目的がわからない

• 自院を残すために他院を蹴落とすことが目的にな
ろうとしてはいないか

行っていただきたい議論

• 医療圏における現在の医療提供状況の認識

• 医療計画に挙げてある5疾病6事業がかけている
ものがないか

• どの病院（医療機関）がそれを行うことになってい
るか

• その機能（入院）の病棟が存在するか

• その病棟が休棟あるいは非稼働ではないか

• 担当科医師がいるのかどうか

• その病棟の稼働率が各病院でどれくらいか

• 医療圏においてその機能が病院数として充分か
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議論に対する私の意見

• 病棟の機能を考える前に病院機能を考えるべきで
はないか（患者の視点にたって）

• そのためにはすべての医療機能を検討する必要
がある（民間も含めて）

• しかし、現時点で困難ではないか

• 先ず生命に直結する機能と患者の満足度につな
がる機能を優先的に議論すべきではないか

• 5疾病6事業のなかで（救急に関する疾病、がん治
療などを優先して議論してはどうか）

• 具体的には急性心疾患、急性脳疾患、分娩、癌

• できれば小児

愛知県においては現在の医療機能に大きな
不足はないと考えるが

• 現在の機能が十分果たされているとして

• 2025年にその機能が十分あるか

• 議論は不足する機能の議論をまず行うべき

• 不足していても、他の医療圏に簡単にアクセスで
きるのであれば問題はないのではないか

• もし不足があればそれを補うためにどうすればよ
いか

• 3月20日の20回地域医療構想WGで具体的な指示
がでた

• 6月21日の22回ではさらに具体的な指示

構想区域内での位置関係

具体的な検討

病床機能報告の見直し案
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17の項目の
議論

初期臨床研修制度 32年度見直し案

• 一般外来研修は大学および特定機能病院等で
はできない。

• 一般外来研修とは 救急以外の初診と

慢性疾患の外来 の研修

• 次年度の診療報酬改定？

外来の選定療養費は内包化か？

• 国の考え方は一般外来は診療所で入院は病院で

おしまい


